釜石市告示第25号の7

平成23年3月31日

釜石市ごみ箱集約化推進事業補助金交付要綱

　

釜石市ごみ箱集約化推進事業補助金交付要綱（平成20年釜石市告示第92号の3）の全部を改正する。

（目的）

第１条　市民の主体的な環境美化意識の向上とごみのないきれいなまちづくりを推進するため、町内会等が行うごみ箱集約化推進事業（以下「補助事業」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内で、釜石市補助金交付規則（昭和50年釜石市規則第44号｡以下「規則」という｡）、釜石市補助金交付要領（平成19年釜石市告示第79号。以下「交付要領」という。）及びこの要綱により、補助金を交付する。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　(1)　町内会等　ある一定の地域及び集合住宅の住民で組織された町内会、自治会、協議会等の団体をいう。

(2) 　ごみ箱　ごみを集積することを目的としている箱状の容器及びかご状の構造物をいう。

(3) 　ごみ箱集約化推進事業　戸別収集箇所又は少数の世帯で使用しているごみ箱を1箇所に集約し概ね10世帯以上で共同使用するよう改める事業をいう。

（交付対象経費及び補助金額）

第３条　補助事業の内容及び補助金の交付対象経費等は、次の表のとおりとする。

（交付申請期限）

第４条　補助金交付申請の期限は、毎年3月31日とする。

（補助金の申請）

第５条　交付要領第3条第1項第5号の書類は、次のとおりとする。

（１）ごみ箱を利用する町内会等の団体の名称及び代表者名並びにそれを利用する世帯の世帯主名を記載した書類

（２）集約化により廃止し、及び設置するごみ箱の位置及び利用世帯の位置を明示した図面

２　補助事業の実施に必要な用地は、町内会等の責任において確保するものとする。

（届出事項）

第６条　補助事業者は、次のいずれかに該当するときは、速やかに文書をもってその旨を市長に届け出なければならない。

（１）所在地又は名称を変更したとき。

（２）代表者を変更したとき。

（完了期限等）

第７条　規則第13条第1項の書類は、交付要領に定めるもののほか、交付対象経費に係る領収書とする。

２　補助事業完了後は、市の担当者による現地確認を受けるものとする。

（補則）

第８条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　この告示は、平成23年4月1日から施行する。
様式第1号(第3条関係)

平成　　年　　月　　日

　釜石市長　野田武則　様

　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地　

　　　氏名又は名称　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　

補助金交付申請書

　平成　　年度においてごみ箱集約化推進事業補助金の交付を受けたいので、釜石市補助金交付規則の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を申請します。

　なお、同規則のほか、釜石市補助金交付要領、釜石市ごみ箱集約化推進事業補助金交付要綱及び関係する法令の規定を遵守することを誓約します。

記

1　交付申請額　　　　　　　　　　円

様式第1号の2(第3条関係)

ごみ箱集約化推進事業計画書

1　補助事業の名称　　　平成　　年度ごみ箱集約化推進事業

(4) 事業の目的　　　

(5) 事業の効果　　　

4　事業実施期間　　自平成　　年　　月　　日　　　至平成　　年　　月　　日

5　事業内容及び経費配分

	事業内容
	総事業費

(A＋B)
	補助事業の財源内訳
	説明

	
	
	市補助金

(A)
	その他(B)
	

	
	
	
	
	　
	自己資金
	

	
	円
	円
	円


	円
	円
	　


備考

1　この様式により難いときは、上記の内容が記載された事業計画書等を添付のこと。

2　説明欄には、事業種別ごとの事業費の内訳を記載すること。

様式第1号の3(第3条関係)

収支予算書

1　収入の部

	区分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比較
	説明

	
	
	
	増
	減
	

	
	
	　
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


2　支出の部

	区分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比較
	説明

	
	
	
	増
	減
	

	
	　
	　
	　
	　
	　



	計
	　
	
	
	
	


備考

1　この様式により難いときは、上記の内容が記載された予算書等を添付のこと。

2　説明欄には、本年度予算額の積算基礎を記載すること。

ごみ収集箱設置整備事業に係るごみ箱利用者名簿

住所又は所在地　　

氏名又は名称　　　

代　表　者　　　　

	Ｎｏ
	住　　　　　所
	氏　　　　名
	備　　考

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	８
	
	
	

	９
	
	
	

	10
	
	
	

	11
	
	
	

	12
	
	
	

	13
	
	
	

	14
	
	
	

	15
	
	
	


事業内容�
交付対象経費�
補助率又は補助額�
�
　戸別収集箇所又は複数のごみ箱を１か所に集約するためのごみ箱の新設


�
ごみ箱の製作又は購入に要する経費�
　交付対象経費の２分の1に相当する額（1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。ただし、その額が50,000円を超えるときは50,000円を限度とする。�
�
 








